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７ 特定建設工事共同企業体としての資格
 特定建設工事共同企業体の構成 特定建設
工事共同企業体の構成は、次の条件を満たす
２又は３社の組合せとする。
ア 防衛省における平成27・28年度一般競争
（指名競争）参加資格（以下「防衛省競争
参加資格」という。）のうち、「土木一式工事」
で級別の格付を受け、中国四国防衛局に競
争参加を希望している者であること（会社
更生法（平成14年法律第154号）に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者又
は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づく再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、再度
級別の格付を受けていること。）。
イ 防衛省競争参加資格の「土木一式工事」
に係る経営事項評価数値（資格審査結果通
知書の記３の経営事項評価数値欄の点数）
が、代表者は1200点、代表者以外の構成
員は990点以上であること。
ウ 競争参加資格確認申請書の提出期限の日
から認定を行う日までの期間に、中国四国
防衛局長から、工事請負契約等に係る指名
停止等の措置要領について（防整施（事）
第150号。28. 3.31）に基づく指名停止を
受けていないこと。
エ 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受注者（受注者が共同体である場合におい
ては、当該共同体の各構成員をいう。以下
同じ。）又は当該受注者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこ
と。

 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体の構成員は、次に掲げる要件を満たす
ものとする。
ア 代表者は、平成13年度以降に、土運船
（ガット船、ガットバージ、またはフェリー
バージ等を含む）により、海域への直接投
入（土砂、石材等）を伴う海上工事（投入
量40000以上）の工事を施工した実績（１
契約当たり）を有すること（建設共同企業
体の構成員としての実績は、出資比率が
20％以上のものに限る。）。ただし、代表者
以外の構成員は、平成13年度以降に、土運

船（ガット船、ガットバージ、またはフェ
リーバージ等を含む）により、海域への直
接投入（土砂、石材等）を伴う海上工事（投
入量10000以上）の工事を施工した実績
を有すること（建設共同企業体の構成員と
しての実績は、出資比率が20％以上のもの
に限る。）。
イ 建設業法の土木一式工事につき許可を有
しての営業年数が５年以上であること。
ウ 土木一式工事に係る監理技術者又は国家
資格を有する主任技術者を工事現場に専任
で配置できること。

 出資比率要件 すべての構成員が、均等割
りの10分の６以上の出資比率であるものとす
る。
 代表者の要件 代表者は、土木一式工事に
係る施工能力が大きいと認められる者とす
る。また、代表者の出資比率は、構成員中最
大であるものとする。

８ 上記７アに掲げる競争参加資格の級別の格
付を受けていない者を含む特定建設工事共同企
業体も上記６により申請することができる。こ
の場合、上記７アに掲げる競争参加資格の級
別の格付を受けていない者は、上記７ア及び
イに示す構成員の要件を得る必要がある。
なお、当該工事の開札の時までに特定建設工
事共同企業体として資格の審査が終了していな
いとき又は上記７アに掲げる競争参加資格の
級別の格付を受けていない者が当該工事の開札
までに上記７ア及びイにする構成員の要件を
得ていないときは、特定建設工事共同企業体と
しての資格がないものとする。
９ 資格審査結果の通知
「資格審査結果通知書」により通知する。

10 資格の有効期間
資格審査結果通知の日から工事請負契約の履
行後３か月以内を経過するまでとする。ただし、
当該工事の受注者以外の者であっては、当該工
事の請負契約が締結された日までとする。
11 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「岩国飛
行場藻場・干潟回復工事〇〇〇建設・〇〇
〇建設・〇〇〇建設建設共同企業体」とする。

 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示す手続きに従
い、資格審査結果の通知を受けていなければ
ならない。

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 28 年 12 月 27 日

独立行政法人国立病院機構
東長野病院長 岡本 講平

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 20
〇第 05306 号（№05306）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 導入計画物品及び数量 病院情報システム
一式及び５年間の保守業務委託
 調達方法 購入等
 導入期限 平成30年４月30日
 納入場所 独立行政法人国立病院機構東長
野病院
 調達に必要とされる基本的な要求要件 詳
細は導入説明書による。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料等の提供を招請す
る。
 資料等の提供期限 平成29年１月31日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒3818567 長野県長野市上野
２477 独立行政法人国立病院機構東長野
病院 業務班長 村上 功 電話026
2961111（代表）

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 平成28年12月28日から平成29年
１月30日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。

５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the product to be

purchased : Hospital Information System 1

set and system maintenance commission for

5 years

 Type of the procurement : Purchase

 Basic requirements of the procurement :

Refer to the instructions for detail

 Time‑limit for the submission of the re‑

quested material : 5 : 00 PM January 31,

2017

 Contact point for the notice : Isao

Murakami, Director, Accounting Division,

National Hospital Organization East

Nagano Hospital, 2477, Uwano, Nagano‑
shi, Nagano‑ken 3818567, Japan TEL
0262961111

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の民間競争入札実施要項案
（以下「実施要項案」という。）の作成が完了した
ので、実施要項案に対する意見を招請します。
平成 28 年 12 月 27 日
警察庁長官官房会計課理事官 谷 滋行

◎調達機関番号 009 ◎所在地番号 13
〇第 813 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 購入等物品及び数量
 行政情報管理システム業務プログラムⅠ
開発及び保守業務 １式
 行政情報管理システム業務プログラムⅡ
開発及び保守業務 １式
 事前旅客情報システム及び外国人個人識
別情報認証システム １式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 平成29年１月23日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008974 東京都千代田区霞が
関２１２ 警察庁情報通信局情報管理課
鈴木 知広 電話0335810141 内線
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